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１．対象建築物、特定工程等 

中間検査は、建築基準法（以下「法」という。）第７条の３及び第７条の４の規定に基づき、

対象建築物が特定工程に係る工事を終えたときに行われるものです。 

特定工程は、法第７条の３第１項第一号に基づくもの（法で定めるもの）と同項第二号に基

づくもの（特定行政庁が告示で指定するもの）があります。 

 特定行政庁である宮崎県、宮崎市、都城市、延岡市及び日向市では、それぞれ特定工程を指

定しています。 

項目＼区分 法で定めるもの 

【第一号】 

特定行政庁（宮崎県、宮崎市、都城市、延岡

市、日向市）が告示で指定するもの【第二号】 

対象区域 全国 宮崎県全域 

対象となる建築種別 新築、増築又は改築 

対象となる 

構造・用途等 

階数が３以上である共

同住宅（共同住宅の用途

を一部有する一の建築物

も含む）で、後述の特定工

程がある場合 

① 長屋又は共同住宅で、階数が２以上のもの

（共同住宅にあっては、法第７条の３第１項

第一号に規定する特定工程を含む工事を行

うこととなるものを除く。） 

② 鉄筋コンクリート組積造のもの 

特定工程 

※ 対象とする工程

がその後の工程に

より不可視となる

前に検査を行う必

要があります。 

２階の床及びこれを支

持するはりに鉄筋を配置

する工事 

（当該工事を現場で行わ

ないものは、２階の床版

及びこれを支持するはり

の取付工事） 

〈木造〉 

  屋根の小屋組工事及び構造耐力上主要な軸

組工事（枠組壁工法等は耐力壁の工事等） 

〈鉄骨造〉 

  １階の鉄骨その他の構造部材の建て方工事 

〈鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造〉 

  ２階の床（階数が１の建築物にあっては屋 

 根）及びこれを支持するはりに鉄筋を配置する 

 工事 

〈その他の構造〉 

  ２階の床（階数が１の建築物にあっては屋 

 根）及びこれを支持するはりを取り付ける工事 

特定工程後の工程 

※ この中間検査に

合格しなければ、そ

の後の工事（特定工

程後の工程）を行う

ことはできません。 

２階の床及びこれを支

持するはりに配置された

鉄筋をコンクリートその

他これに類するもので覆

う工事 

〈木造〉 

  構造耐力上主要な軸組及び耐力壁を覆う外

装工事（屋根ふき工事を除く。）又は内装工事 

〈鉄骨造〉 

  構造耐力上主要な部分の鉄骨を覆う外装工

事（屋根ふき工事を除く。）又は内装工事 
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〈鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造〉 

  ２階の床（階数が１の建築物にあっては屋

根）及びこれを支持するはりに配置された鉄筋

をコンクリートその他これに類するもので覆

う工事 

〈その他の構造〉 

  特定工程を覆う外装工事又は内装工事 

建築物が２以上ある

場合又は工区分けし

た場合 

全工区において、中間

検査が必要（複数回の中

間検査申請を行う） 

初めて特定工程に係る工事を行った建築物又

は工区の工事の工程のみ 

（混構造の場合も同様に適用する） 

法第 68条の 20 

認証型式部材等 

 法第 68 条の 10 に基づ

く型式適合認定の階数が

３以上の共同住宅は中間

検査の対象となります。 

中間検査の対象外です。 

法第 85 条の適用を受

ける建築物 

 中間検査の対象外で

す。ただし、法第 85条第

6 項及び第 7 項に規定す

る仮設興行場等に該当す

る場合は、中間検査の対

象です。 

 中間検査の対象外です。 

 

 

１．２ 法第７条の３第１項第一号（法で定めるもの）の検査対象部分 

 

 ① ２以上の工程が存在する場合（複数棟の場合） 

 

申請が複数棟となる場合、同一棟の場合と

同様に特定工程に到達する都度検査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３F

２F

１F

A工区

特定工程に到達済み

B工区

特定工程に未到達
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 ② ２以上の工程が存在する場合（同一棟の場合） 

 

A 工区が特定工程に到達したときに１回目

の中間検査を行い、その後、B工区が特定工

程に到達したときに２回目の中間検査を行

う。（特定工程に到達する時期が複数回にわ

たる場合、その都度検査を行う。） 

 

 

 

 

 

〈参考〉 

・平成 19年６月 20日 国住指第 1332号 建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等

の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言） 

・建築構造審査・検査要領 -確認審査等に関する指針- 2022年版 

 

 

１．３ 法第７条の３第１項第二号（特定行政庁が告示で指定するもの）の特定工程 

  

① 木造 

 

 屋根の小屋組工事及び構造耐力上主要な軸組工事（枠

組壁工法等は耐力壁の工事等） 

 

 

 

 

 

 

② 鉄骨造 

 

 １階の鉄骨その他の構造部材の建て方工事 

 ※ ただし、上層階の建て方工事を一体的に行う場   

合等は、施行された２階以上の部分も検査対象と  

なります。 

 

２F

１F

長屋又は共同住宅

特定工程

到達済み

３F

２F

１F

A工区 B工区

特定工程に到達済み 特定工程に未到達

A工区

先に中間検査を実施

B工区

特定工程到達時に実

施

Exp.j

２F

１F
特定工程到達済み

長屋又は共同住宅
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③ 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 

 

 ２階の床（階数が１の建築物にあっては屋根）及び 

これを支持するはりに鉄筋を配置する工事 

 

 

 

 

 

④ 鉄筋コンクリート組積造 

２階の床（階数が１の建築物にあっては屋根）及び 

これを支持するはりに鉄筋を配置する工事 

※ 鉄筋コンクリート組積造の場合、床版や屋根床は 

鉄筋コンクリート造となることが考えられる。 

 

 

 

⑤ 混構造（新築の場合）ケース１ 

 

 １階床面積 鉄骨造＜鉄筋コンクリート造 

鉄筋コンクリート造部分の屋根及びこれを 

支持するはりに鉄筋を配置する工事 

 

 

 

 

⑥ 混構造（新築の場合）ケース２ 

１階床面積  

鉄筋コンクリート組積造＜アルミ合金造 

アルミ合金造部分の屋根及びこれを支持 

するはりを取り付ける工事 

 

 

 

 

 

 

２F

１F
特定工程到達済み

長屋又は共同住宅

１F

鉄筋コンクリー

ト組積造　60㎡
アルミ合金造　100㎡

自動車車庫　新築

２F

１F

鉄骨造

60㎡

鉄筋コンクリート造

100㎡

共同住宅　新築

鉄骨造

60㎡

２F

１F
特定工程到達済み
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⑦ 増築 

 

 増築部分が初めて特定工程に達したとき 

３階の床及びこれを支持するはりに鉄筋を配置

する工事 

 

 

 

 

 

 

⑧ ２以上の工程が存在する場合（申請が複数棟の場合） 

 

B工区の２FLは検査を行わない。 

同一棟の場合も同様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２F

１F
特定工程に到達済み 特定工程に未到達

A工区 B工区

３F

２F

１F
鉄筋コンクリート造

鉄筋コンク

リート造

共同住宅　増築

鉄筋コンク

リート造

← 既存

増築
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２．申請手続き 

２．１ 手続きフロー 

 

  

申請の準備 

・工事監理者による事前検査及び必要な手直しの完了 

・計画変更申請等手続きの完了（計画変更が生じた時） 

・申請書及び添付図書の作成     ※ 特定工程完了の１週間前を目処に検査日程の調整 

② 適合が明らかであるが形式的な手続きのみが必要な場合 

原則、「中間検査合格証を交付できない旨の通知書」が交付され、 

計画変更確認申請手続きを経て、中間検査の再申請 

（備考欄に「計画変更確認申請を要する旨」の記載がある） 

中間検査の実施 

・工事監理者の立会いのもと、目視・計測、報告書の内容審査等により、

中間検査を実施     ※ 申請を受理した日から４日以内 

① 適合と判断した場合 

中間検査合格証の交付後、特定工程後の工程へ 

③ 適合していることが確認できない場合 

「中間検査合格証を交付できない旨の通知書」が交付され、 

計画変更確認申請手続きを経て、是正完了後、中間検査の再申請 

（備考欄に「計画変更確認申請を要する旨」の記載がある） 

※「中間検査合格証を交付できない旨の通知書」は無期限となる 

※「確認図書に整合していない事項」、「適合していることが確認

できない事項」について明確かつ具体的な指摘がなされる 

中間検査の申請 

・申請書及び添付書類の提出、検査日時の調整 

※ 特定工程に係る工事を終えた日から４日以内 

※ 軽微な変更（建築基準法施行規則第３条の２）がある場合には設計変更届出書を提出 

⑤  不適合と

判断され、是正

されない場合 

「中間検査合格

証を交付できな

い旨の通知書」

が交付され、 

不適合な部分に

ついての是正指

示がなされる 

違反処理対応 

④ 工事が特定工程に達していない場合 

「中間検査合格証を交付できない旨の通知書」が交付され、 

中間検査の再申請 
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２．２ 中間検査の申請前の準備等 

中間検査を申請する前に、必ず以下の項目についてご確認の上、必要な手続き等を行って

ください。行われていない場合、中間検査を行うことができません。 

 

① 工事監理者の選定等が行われていること。 

法第５条の６第４項の規定等に基づく工事監理者の選定を行ってください。 

確認申請時に未定としていた場合には、着工前に工事監理者の選定に関する法施行細則 

第２条第２項に基づく工事監理者等選定（変更）届出書（以下「選定（変更）届出書」と

いう。）を提出してください。また、工事監理者が変更となった場合には、同様に変更に

関する選定（変更）届出書を提出してください。 

なお、建築士法第24条の８の規定により、建築士事務所の開設者は、工事監理受託契約

を締結したときは必要事項を記載した書面（工事監理契約書等）を委託者（建築主）に交

付する必要があります。 

 

② 工事施工者の選定等が行われていること。 

確認申請時に工事施工者が未定であった場合や申請以降に工事施工者が変更になった場

合は、選定（変更）届出書を提出してください。 

 

③ 施工状況報告書の提出が行われていること。 

法施行細則第11条に基づく工程に達した時は、施工状況報告書を提出してください。 

 

④ 計画の変更が行われていないこと。 

確認申請時と計画が変更されている場合、計画変更申請等の手続きが必要です。 

中間検査は確認申請図書との照合を行いますので、変更等の手続きを速やかに行ってくだ

さい。また、法施行規則第３条の２に規定する変更の場合には、設計変更届出書の提出が

必要となります。 

 

⑤ 事前に検査日程の調整が行われていること。 

申請書提出は特定工程終了後４日以内（法第７条の３第２項）となりますが、円滑な検

査実施のために、特定工程終了前１週間を目処に検査日程の調整を行ってください。 

 

⑥ 工事監理者による監理がなされ、必要な手直しが行われていること。 

中間検査に合格しなければ、特定工程後の工程に進むことができません。必ず事前に施

工会社による社内検査や工事監理者による監理者検査を行い、建築基準関係規定に適合し

ていることを確認してください。 

適合しない箇所がある場合は、検査までに必ず手直しを完了させてください。 
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⑦ 提出書類に不足がないこと。 

申請時の提出書類は、次の「２．３提出書類一覧」を参照のうえ、不足や不備のないよう

にご準備ください。不足や不備がある場合は、申請書を受理できないことがあります。 

 

⑧ 検査に必要な書類等を揃えていること。 

検査では以下書類等の確認を行いますので、不足や不備のないようにご準備ください。 

 

＜全般＞  

対象工事 必要書類等 

工事全般 確認図書（計画変更等している場合は変更図面も） 

工程写真 

基礎工事 地盤調査報告書（ボーリングデータ、平板載荷試験等） 

杭工事 杭工事施工計画書及び同結果報告書 

地盤改良地業施工結果及び品質検査結果 

コンクリート工事 コンクリート配合報告書 

圧縮強度試験結果（１週、４週等） 

鉄筋工事 材料証明書（ミルシート、納品書等） 

ガス圧接試験結果 

圧接資格者免許（写） 

超音波探傷試験結果（超音波試験を行っている場合） 

鉄骨工事 材料証明書（鋼材ミルシート、納品書等） 

溶接部非破壊検査結果（外観検査結果等） 

高力ボルト接合結果 

鉄骨加工工場認定証（写） 

溶接資格者免許（写） 

 

＜法第６条の４の規定による確認の特例の適用を受けたもの＞  

○ 各伏図等 

○ 構造詳細図等（軸組、接合金物配置 等） 
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２．３ 提出書類一覧 

① 中間検査申請書（法施行規則第 26号様式） 

  申請書第四面については、申請書の（注意）や建築構造審査・検査要領実務編検査マニ

ュアル 2012年版等を参考に記入してください。 

② 検査申請書等チェックリスト 

③ 中間・完了検査チェックシート 

   共通事項シート及び構造種別シートの該当する検査箇所・項目について、「監理者記入

欄」を記入してください。 

   なお、「主事確認欄」は、検査員（市職員）が使用しますので、記入不要です。 

 

 

＜必要な場合に提出＞ 

※ 代理者によって検査の申請を行う場合 

  ・委任状 

※ 「計画変更申請」がある場合 

・P7④のとおり 

※ 直前の確認済証を交付した機関と中間検査の申請先が異なる場合 

  ・最新の確認済証の写し、図面等 

※ 法第７条の５の規定により検査の特例の適用を受けようとする場合 

  ・工事写真（屋根の小屋組の工事終了時、構造耐力上主要な軸組若しくは耐力壁の工事

終了時、基礎の配筋の工事終了時、その他指定する工程の終了時における

当該建築物に係る構造耐力上主要な部分の軸組、仕口その他の接合部、鉄

筋部分等を写した写真） 
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２．４ 手数料 

 中間検査手数料を算定するときの床面積の算定は次によります。 

 

 ① 法で定めるもの 

   特定工程までの床面積の合計で算定してください。 

 

 ② 特定行政庁が告示で指定するもの 

  ・木造 

延べ床面積で算定してください。 

 

  ・鉄骨造 

検査に係る部分の最下層の床があるものとみなして、床面積を算定してください。 

 

  ・鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄筋コンクリート組積造 

   特定工程までの床面積の合計で算定してください。 

 

申請対象床面積 中間検査 完了検査 

中間検査

なし 

中間検査

あり 

３０㎡以内のもの 13,000円 14,000円 13,000円 

３０㎡を超え１００㎡以内のもの 16,000円 17,000円 16,000円 

１００㎡を超え２００㎡以内のもの 22,000円 23,000円 22,000円 

２００㎡を超え５００㎡以内のもの 28,000円 32,000円 30,000円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内のもの 49,000円 53,000円 52,000円 

１，０００㎡を超え２，０００㎡以内のもの 66,000円 74,000円 69,000円 

２，０００㎡を超え１０，０００㎡以内のも

の 

147,000円 178,000円 161,000円 

１０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内の

もの 

222,000円 260,000円 252,000円 

５０，０００㎡を超えるもの 407,000円 455,000円 445,000円 
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３．中間検査に関しての留意事項 

○ 中間検査は工事監理者が適切に工事監理を行っていることを確認するための検査となり

ます。 

※ 検査申請書第四面の工事監理の状況欄及びこれを補完する資料等によって、工事監

理・施工管理の状態を把握し評価します。 

 

○ 検査方法は、既に施工された部分の目視出来ない部分の書類検査と現場で行う実地検査

とし、『当該申請に係る工事中の建築物等について、検査前に施工された工事に係る建築

物の部分及びその敷地が建築基準関係規定に適合するかどうか』、『確認に要した図書の

とおりか』の検査を実施するものです。 

 

○ 書類検査は、検査申請書第四面の工事監理の状況欄及びこれを補完する資料並びに工事

監理者の検査結果記録、工事監理状況報告、施工写真等により、試験・検査の状況等につ

いての報告を受け、工事監理者へのヒアリングを実施します。 

 

○ 実地検査は、目視・簡易な計測器等による測定又は動作確認その他の方法により、確認

に要した図書のとおり実施されたものであるか確認します。 

 

○ 確認済証の交付以降に生じた計画変更については、計画変更手続きを行ってください。 

なお、法施行規則第３条の２（計画の変更に係る確認を要しない軽微な変更）の軽微な

変更に該当する場合は、中間検査申請時に設計変更届出書を提出してください。 

 

○ 検査の結果、建築基準関係規定に適合すると認めた時は、申請者に中間検査合格証を交

付します。 

不備がある場合は、是正が終了した後に中間検査合格証を交付します。 

なお、不備の内容によっては、計画変更の確認申請手続きを経て、再度中間検査を実施

する場合があります。 

 

○ 中間検査合格証が交付されない限り、特定工程後の工程に関する工事はできません。 

中間検査の申請漏れが無いように、かつ不合格とならないように、工程管理・工事監理に

際してはご注意ください。 

 

４．その他 

（問合せ先） 都城市 土木部 建築対策課 審査担当 

電話番号 0986-23-2584 , FAX番号 0986-23-2154 

E-mail ken@city.miyakonojo.miyazaki.jp 

mailto:ken@city.miyakonojo.miyazaki.jp


第二十六号様式（第四条の八、第四条の十一の二関係）（Ａ４） 
 
 

中間検査申請書 
 

（第一面） 
 
 
 
 
 建築基準法第７条の３第１項又は第７条の４第１項（これらの規定を同法第87条の４又は
第88条第１項において準用する場合を含む。）の規定により、検査を申請します。この申請
書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 
 建築主事又は指定確認検査機関           様 
 
 
                                                            年  月  日 
 
                                        申請者氏名                           
 

 
  第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
                                        工事監理者氏名                       

 

 

【検査を申請する建築物等】 
   □建築物          □建築設備（昇降機）     
   □建築設備（昇降機以外）  □工作物（昇降機） 
   □工作物（法第88条第１項） 
 
 

※手数料欄 

※受付欄 ※検査の特例欄 ※検査欄 ※決裁欄 ※中間検査合格証欄 

   年 月 日       年 月 日 

第      号 第       号 

係員氏名 係員氏名 

 



（第二面） 
 建築主、設置者又は築造主等の概要 

【1.建築主、設置者又は築造主】 
    【イ.氏名のフリガナ】 
    【ロ.氏名】 
    【ハ.郵便番号】 
    【ニ.住所】 
    【ホ.電話番号】 

【2.代理者】 
    【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 
    【ロ.氏名】 
    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
  
    【ニ.郵便番号】 
    【ホ.所在地】 
    【へ.電話番号】 

【3.設計者】 

 （代表となる設計者） 

  【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.作成した設計図書】 

 （その他の設計者） 

  【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.作成した設計図書】 

  【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.作成した設計図書】 

  【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.作成した設計図書】 



【4.工事監理者】 

 （代表となる工事監理者） 

    【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.工事と照合した設計図書】 

 （その他の工事監理者） 

    【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.工事と照合した設計図書】 

    【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 

    【ト.工事と照合した設計図書】 

     

  【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

    【ロ.氏名】 

    【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

    【ニ.郵便番号】 

    【ホ.所在地】 

    【へ.電話番号】 
    【ト.工事と照合した設計図書】 

【5. 建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者】 

 （代表となる建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者） 

  【イ.氏名】 

    【ロ.勤務先】 

    【ハ.郵便番号】 

    【ニ.所在地】 

    【ホ.電話番号】 

    【へ.登録番号】 

    【ト.意見を聴いた設計図書】 



 （その他の建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者） 

  【イ.氏名】 

  【ロ.勤務先】 

  【ハ.郵便番号】 

  【ニ.所在地】 

  【ホ.電話番号】 

  【へ.登録番号】 

  【ト.意見を聴いた設計図書】 

  【イ.氏名】 

    【ロ.勤務先】 

    【ハ.郵便番号】 

    【ニ.所在地】 

    【ホ.電話番号】 

    【へ.登録番号】 

    【ト.意見を聴いた設計図書】 

  【イ.氏名】 

    【ロ.勤務先】 

    【ハ.郵便番号】 

    【ニ.所在地】 

    【ホ.電話番号】 

    【へ.登録番号】 
    【ト.意見を聴いた設計図書】 

【6.工事施工者】 
    【イ.氏名】 
    【ロ.営業所名】 建設業の許可(      )第     号 
 
    【ハ.郵便番号】 
    【ニ.所在地】 
    【ホ.電話番号】 

【7.備考】 
 

 



（第三面） 
 申請する工事の概要 

【1.建築場所、設置場所又は築造場所】 
    【イ.地名地番】 
    【ロ.住居表示】 

【2.工事種別】 
    【イ.建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】第     号 
    【ロ.工事種別】  □新築  □増築  □改築  □移転   

□大規模の修繕 □大規模の模様替 □建築設備の設置 
   【ハ.建築基準法第68条の20第２項の検査の特例に係る認証番号】 

【3.確認済証番号】        第                  号 

【4.確認済証交付年月日】      年  月  日 

【5.確認済証交付者】 

【6.工事着手年月日】          年  月  日 

【7.工事完了予定年月日】      年  月  日 

【8.特定工程】 
   【イ.特定工程】 
   【ロ.特定工程工事終了（予定）年月日】     年  月  日 
   【ハ.検査対象床面積】                  

【9.今回申請以前の中間検査】    （第        回）（第        回） 
   【イ.特定工程】       （          ）（          ） 
   【ロ.中間検査合格証交付者】 （          ）（          ） 
   【ハ.中間検査合格証番号】  （          ）（          ） 
   【ニ.交付年月日】      （    年  月  日）（    年  月  日） 

【10.今回申請以降の中間検査】   （第        回）（第        回） 
   【イ.特定工程】        （          ）（          ） 
   【ロ.特定工程工事終了予定年月日】 
                                （    年  月  日）（    年  月  日） 

【11.確認以降の軽微な変更の概要】 
   【イ.変更された設計図書の種類】 
   【ロ.変更の概要】 
 

 
【12.備考】 
 

 



（第四面） 

工事監理の状況 

 

確 認 を 行

つた部位、

材 料 の 種

類等 

照合内容 

照合を行

つた設計

図書 

設計図書の内

容について設

計者に確認し

た事項 

照合方法 

照合結果 

（不適の場

合には建築

主に対して

行つた報告

の内容） 

敷地の形状、高さ、衛

生及び安全 

      

主要構造部及び主要

構造部以外の構造耐

力上主要な部分に用

いる材料（接合材料

を含む）の種類、品

質、形状及び寸法 

      

主要構造部及び主要

構造部以外の構造耐

力上主要な部分に用

いる材料の接合状

況、接合部分の形状

等 

      

建築物の各部分の位

置、形状及び大きさ 

      

構造耐力上主要な部

分の防錆、防腐及び

防蟻措置及び状況 

      

特定天井に用いる材

料の種類並びに当該

特定天井の構造及び

施工状況 

      

居室の内装の仕上げ

に用いる建築材料の

種別及び当該建築材

料を用いる部分の面

積 

      

天井及び壁の室内に

面する部分に係る仕

上げの材料の種別及

び厚さ 

      

開口部に設ける建具

の種類及び大きさ 

      

建築設備に用いる材

料の種類及びその照

合した内容並びに当

該建築設備の構造及

び施工状況（区画貫

通部の処理状況を含

む。） 

      

備         考  



（注意） 

１．各面共通関係 
  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

２．第一面関係 

① 「検査を申請する建築物等」の欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

建築基準法第 88条第１項に規定する工作物のうち同法施行令第 138 条第２項第１号に掲げるものにあ

つては、「工作物（昇降機）」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 

３．第二面関係 

① 建築主、設置者又は築造主が２以上のときは、１欄は代表となる建築主、設置者又は築造主について

記入し、別紙に他の建築主、設置者又は築造主についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

② 建築主、設置者又は築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、２欄に記入して

ください。 

③ ２欄、３欄及び５欄は、代理者、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属しているときは、その名

称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者、設計者又は工事監理者の住

所を書いてください。 

④ ３欄、４欄及び５欄は、それぞれ代表となる設計者、工事監理者及び建築設備の工事監理に関し意見

を聴いた者並びに申請に係る建築物に係る他のすべての設計者、工事監理者及び建築設備の工事監理に

関し意見を聴いた者について記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入

して添えてください。 

⑤ ５欄は、建築士法第 20 条第５項に規定する場合（工事監理に係る場合に限る。）に、同項に定める資

格を有する者について記入し、所在地は、その者が勤務しているときは勤務先の所在地を、勤務してい

ないときはその者の住所を登録番号は建築士法施行規則（昭和 25 年建設省令第 38 号）第 17 条の 35

第１項の規定による登録を受けている場合の当該登録番号を書いてください。 

⑥ ６欄は、工事施工者が２以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別紙に他の工事施工

者について棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

⑦ 建築物又は工作物の名称又は工事名が定まつているときは、７欄に記入してください。 

４．第三面関係 

① 住居表示が定まつているときは、１欄の「ロ」に記入してください。 

② ２欄の「イ」は、建築物が建築基準法施行令第 10 条各号に掲げる建築物に該当する場合に、当該各

号の数字を記入してください。 

③ ２欄の「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

④ ２欄の「ハ」は、認証型式部材等製造者が製造をした当該認証に係る型式部材等を有する場合に、そ

の認証番号を記載してください。 

⑤ ３欄、４欄及び５欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認について記載して

ください。 

⑥ ８欄の「ハ」は、検査対象となる部分の床面積の合計に相当する面積を記入してください。 

⑦ ９欄及び 10 欄は、記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

⑧ 11 欄は、軽微な設計変更が２以上あるときは、その一について記入し、別紙にその他の軽微な設計

変更について、必要な事項を記入して添えてください。 

⑨ 11 欄の「ロ」は、変更の内容、変更の理由等の概要を記入してください。 

⑩ 11 欄は、既に中間検査を受けたものにあつては、この申請を直前の中間検査を申請した建築主事に

対して行う場合には、確認から直前の中間検査までに生じた軽微な設計変更の概要について記入する必

要はありません。また、それ以外の場合で、確認から直前の中間検査までに生じた軽微な設計変更の概

要についてこの欄に記載すべき事項を記載した書類を別に添付すれば、その部分について記入する必要

はありません。 

⑪ 11 欄は、申請建築物について変更後も建築物の計画が建築基準関係規定に適合することが明らかな

ことが確かめられた旨の図書を添えてください。 

５．第四面関係 

① 申請建築物（建築基準法第７条の５及び第 68 条の 20 第２項（建築物である認証型式部材等に係る

場合に限る。）の適用を受けず、かつ、建築士法第３条から第３条の３までの規定に含まれないものを

除く。以下同じ。）に関する当該特定工程に係る工事までの工事監理の状況について記載してください。

ただし、既に中間検査を受けたものにあつては、この申請を直前の中間検査を申請した建築主事に対し

て行う場合には、確認から直前の中間検査までの工事監理の状況について記入する必要はありません。

また、それ以外の場合で、確認から直前の中間検査までの工事監理の状況についてこの書類に記載すべ

き事項を記載した書類を別に添付すれば、その部分について記入する必要はありません。 



② 申請建築物が複数の構造方法からなる場合には、それぞれの構造の部分ごとに記載してください。 

③ 接合状況のうち、鋼材等の金属材料の溶接又は圧接部分に係る内部欠陥の検査、強度検査等の確認に

ついては、当該部分に係る検査を行つた者の氏名及び資格並びに当該検査に係るサンプル数及びその結

果を記載してください。 

④ 材料のうち、コンクリートについては、四週圧縮強度、塩化物量、アルカリ骨材反応等の試験又は検

査（以下「試験等」という。）を行つた者、試験等に係るサンプル数及び試験等の結果について記載し

てください。 

⑤ 「特定天井に用いる材料の種類並びに当該特定天井の構造及び施工状況」は、建築基準法施行令第 39

条第３項、第 81 条第１項第３号、第 82 条の５第７号又は第 137 条の２第１号イ(3)の規定の適用を受

ける部分について記載してください。 

⑥ 「居室の内装の仕上げに用いる建築材料の種別及び当該建築材料を用いる部分の面積」は、建築基準

法施行令第 20 条の７第１項第１号に規定する内装の仕上げに用いる建築材料の種別並びに当該建築材

料を用いる内装の仕上げの部分及び当該部分の面積について記載してください。 

⑦ 「天井及び壁の室内に面する部分に係る仕上げ」は、建築基準法第 35 条の２の規定の適用を受ける

部分について記載してください。 

⑧ 「開口部」は、防火設備の設置が義務付けられている部分、建築基準法第 28 条第１項の規定の適用

を受ける部分及び同法第 35 条の適用を受ける部分について記載してください。 

⑨ 施工図、工場の検査記録その他照合に必要な図書を用いて設計図書と申請建築物との照合を行つた場

合、「照合内容」に記載した内容に応じ、「照合方法」にその方法を全て記載して下さい。 

⑩ 「照合結果」は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注意に従わなかつた場合には「不

適」を記入してください。また、不適の場合には建築主に対して行つた報告の内容を記載してください。 

⑪ ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、備考欄又は別紙に記載して添えてください。 

⑫ 建築基準法施行令第 121 条の２の規定の適用を受ける直通階段で屋外に設けるものがある場合には、

当該直通階段が木造であるか否かについて、備考欄に記載してください。また、当該直通階段が木造で

ある場合には、（注意）５．⑨及び⑩を参酌して、当該直通階段に用いる材料の種類並びに当該直通階

段の構造、防腐措置及び施工状況に関する照合内容、照合方法並びに照合結果について、併せて同欄に

記載してください。 

⑬ この書類に記載すべき事項を含む報告書を別に添付すれば、この書類を別途提出する必要はありませ

ん。 



㎡

㎡

㎡

　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　　　第　　　　　　　　　　号 棟

電話　（　　　　　　　）　　　　　　－

電話　（　　　　　　　）　　　　　　－

電話　（　　　　　　　）　　　　　　－

・検査申請図書の記入状況

・法第７条の５の適用を受ける場合の添付資料（規則第４条第１項第２号）

・工事監理者及び施工者選定変更届　【監理者　第　　 　　　　号　・　施工者　第　　 　　　　号】

・委任状　（代理人による申請の場合のみ）

・建築士法に規定される業務範囲の確認　（士法第３条，第３条の２，第３条の３を参照）

・設計変更の有無の確認　【 □ あり  ・  □ なし 】

軽微な変更説明書　（設計変更届を必要としない軽微な変更の場合は、説明資料を添付する）

設計変更届　【第　　　 　　　号】 （申請書第３面の確認以降の軽微な変更欄にも記入されているか確認する）

計画変更申請　（テラスやカーポート等が増えていないか現場を確認する）

・検査する建築物等の付近見取り図（住宅地図の写しで可）

・（完了）中間検査合格証の写しの添付 又は 施工状況報告書　【第　　　 　　　号】

・（完了）エネルギー消費性能基準検査に係る図書　　適合の要否　　【 □ あり  ・  □ なし 】

　エネルギー消費性能に係る変更の有無の確認　【 □ あり  ・  □ なし 】

　　　　軽微変更説明書（軽微な変更ＡＢ）

　　　　軽微変更該当証明書（軽微な変更Ｃ） （原本 or 写し）（低炭素認定、大臣認定も同様）

　　　　変更後の省エネ基準適合判定通知書 （原本 or 写し）

　適合性判定に要した図書及び書類　計画書＋添付図書（設計図書）

　建築物エネルギー消費性能向上認定に要した図書及び書類（低炭素認定、大臣認定も同様）

　建築物エネルギー消費性能基準に係る工事監理報告書（現場に用意）

　検査申請書等チェックリスト（建築物 ・ 設備 ・ 工作物） Ver.5
令和　　年　　月　　日

手 数 料  円

検 査 日 ( 希 望 日 ) 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　（　　　　曜日） 主 要 用 途

検 査 の 区 分 完　了　検　査　　・　　中　間　検　査 工 事 の 種 別

造　（一部　　　　　　　　造）
確 認 番 号

建 築 物 等 の 区 分 １号　　・　　２号　　・　　３号　　・　　４号　

延 べ 面 積

申 請 部 分

建 築 主 申請以外の部分

建 築 場 所 合 計

（ 代 理 者 ）

確 認 番 号 申 請 棟 数

計 画 変 更
　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　　　第　　　　　　　　　　号 構 造

申請者等

□

□

□

用 途 地 域 等 階 数 地階　　　　　階　，　地上　　　　　階建て

調 書 作 成 者 電話　（　　　　　　　）　　　　　　－
FAX　 （　　　　　　　）　　　　　　－

受　付 審　査

□ □ □

設 計 者

工 事 監 理 者

施 工 者

受 付 時 審 査

　※申請者等の欄を利用して、内容をチェックしてください。　（受付・審査欄には、記入しないでください。）

□ □

□ □ □

□ □

□

□ □ □

□ □

□ □

□ □ □

□ □ □

□ □

受 付 日 令和　　  　年　  　　月　　  　日 受 付 番 号 第　　　　　　　　　　　　号 受 付 者

□

□

検 査 日 時 　令和　　   　年　　   　月　　   　日　（　 　曜日）　　　　　　時　　　　　分　 合 否 判 定 合　・　否

[ 指 摘 事 項 ] [ 処 理 事 項 ]

建 築 主 事 決 裁 課 長 副 課 長 主 幹 検査員等　　　職　・　氏名副 主 幹

　印　　

印　　

検 査 済 証 交 付 年 月 日 令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日 検 査 済 証 番 号 第　　　　　　　　　　　　　　号

交 付 で き な い 旨 の 通 知 年 月 日 令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日 交 付 で き な い 旨 の 通 知 番 号 第　　　　　　　　　　　　　　号

追 加 説 明 資 料 提 出 期 限 令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日
【備考】

□ □ □

□ □

□ □

□ □

□

□

□

□ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □



◎申請者等において、該当する申請手数料のチェック欄にレ印を入れてください。

◆中間検査手数料

　　　　　　３０㎡以内のもの

　　　　　　３０㎡を超え　　　１００㎡以内のもの

　　　　　１００㎡を超え　　　２００㎡以内のもの

　　　　　２００㎡を超え　　　５００㎡以内のもの

　　　　　５００㎡を超え　１，０００㎡以内のもの

　　　１，０００㎡を超え　２，０００㎡以内のもの

　　　２，０００㎡を超え１０，０００㎡以内のもの

　　１０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内のもの

　　５０，０００㎡を超えるもの

●完了検査手数料
　　①【基本額（中間検査が不要の場合）】

　　　　　　３０㎡以内のもの

　　　　　　３０㎡を超え　　　１００㎡以内のもの

　　　　　１００㎡を超え　　　２００㎡以内のもの

　　　　　２００㎡を超え　　　５００㎡以内のもの

　　　　　５００㎡を超え　１，０００㎡以内のもの

　　　１，０００㎡を超え　２，０００㎡以内のもの

　　　２，０００㎡を超え１０，０００㎡以内のもの

　　１０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内のもの

　　５０，０００㎡を超えるもの

エレベーター・エスカレーター

小荷物専用昇降機

工作物

　　①’【基本額（中間検査を受けた場合）】

　　　　　　３０㎡以内のもの

　　　　　　３０㎡を超え　　　１００㎡以内のもの

　　　　　１００㎡を超え　　　２００㎡以内のもの

　　　　　２００㎡を超え　　　５００㎡以内のもの

　　　　　５００㎡を超え　１，０００㎡以内のもの

　　　１，０００㎡を超え　２，０００㎡以内のもの

　　　２，０００㎡を超え１０，０００㎡以内のもの

　　１０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内のもの

　　５０，０００㎡を超えるもの

　　②【エネルギー消費性能基準検査加算額】

　　　　　５００㎡以内のもの × 棟

　　　　　５００㎡を超え　１，０００㎡以内のもの × 棟

　　　１，０００㎡を超え　２，０００㎡以内のもの × 棟

　　　２，０００㎡を超え１０，０００㎡以内のもの × 棟

　　１０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内のもの × 棟

　　５０，０００㎡を超えるもの × 棟

基本額 ① or  ①’ 円

加算額の総計 ② 円

完了検査申請手数料 ①or①’+② 円

別紙

申請者等

申請対象床面積の合計 手数料　（円） チェック 備考

申請対象床面積の合計 手数料　（円） チェック 備考

□

□

□

□

□

□

□

16,000

13,000

□

□

□

□

□

減免規定適用
□免除（罹災）
□減額（道路拡幅
等）

407,000

222,000

147,000

66,000

□

49,000

28,000

22,000

□

14,000

減免規定適用
□免除（罹災）
□減額（道路拡幅
等）

減免規定適用
□免除（罹災）
□減額（道路拡幅
等）

減免規定適用
□免除（罹災）
□減額（道路拡幅
等）

□

申請対象床面積の合計 手数料　（円） チェック 備考

□

32,000

23,000

17,000

□

□

□

□

□

□

□

178,000

74,000

53,000

□

□

□

16,000

13,000

□

12,000

備考

16,000

455,000

260,000

10,000

申請対象床面積（１棟毎）の合計 手数料　（円） チェック

□

□

□

□8,000

6,000

4,000

22,000

□

30,000

□

□

□

□49,000

31,000

17,000

完了検査
申請手数料

445,000

252,000

161,000

69,000

52,000



検査表【共通事項】

中間・完了検査チェックシート

確認 結果

工事監理者が監理しているか □ 合・否

法第89条 工事現場における確認の表示 □ 合・否

設計図書等の備え付け □ 合・否

敷地の安全、工事現場の危険の防止 □ 合・否

法第42条及び第43条 道路幅員と接道長さ □ 合・否

法第39条、県条例 敷地の形状（境界線、形）、高低差、崖地、方位の確認 □ 合・否

平面計画の確認 □ 合・否

法第54条及び55条 境界からの外壁後退、絶対高さ制限 □ 合・否

法第56条 道路斜線（境界からの後退） □ 合・否

法第56条 北側斜線（敷地北側からの距離） □ 合・否

法第52条及び53条 建ぺい率・容積率 □ 合・否

庇・軒の高さ □ 合・否

工作物等の有無（確認申請の適正） □ 合・否

令第38条及び第93条 支持地盤の確認、地耐力 □ 合・否

基礎種別、ひび割れ・欠損等の確認 □ 合・否

基礎等（大・小梁・ﾌｰﾁﾝｸﾞ）配置、形状、寸法 □ 合・否

鉄筋の径、本数、間隔、かぶり厚さ □ 合・否

鉄筋の定着長さ、継手長さ、位置 □ 合・否

開口部他補強筋、床下換気口 □ 合・否

ベース筋の径、長さ、本数、かぶり厚さ、定着 □ 合・否

一体のＲＣ造 □ 合・否

立ち上がり部分の高さ、厚さ □ 合・否

基礎底盤厚さ、根入れ深さ □ 合・否

一体のＲＣ造 □ 合・否

立ち上がり部分の高さ、厚さ □ 合・否

基礎底盤厚さ、根入れ深さ、底盤幅 □ 合・否

杭の工法、位置、径、本数 □ 合・否

杭の長さ、継手の工法 □ 合・否

偏心基礎の補強、杭頭補強 □ 合・否

杭頭余盛り □ 合・否

鋼管杭肉厚 □ 合・否

断面寸法、主筋・あばら筋の径、本数、位置、定着 □ 合・否

貫通孔の位置・補強方法 □ 合・否

偏心の有無、補強方法 □ 合・否

中吊り筋の位置、カットオフ筋の長さ □ 合・否

合・否

備考

【提示書類の確認】

主事
確認

布基礎

令第38条
告示第1347号
令第73条
令第77条の2
令第78条
令第79条

平面計
画
集団規
定

建物配置
高さ

【検査内容一覧（共通事項）】

検査箇所・項目 検　査　内　容
監理者記入欄

一般事項

平面プラン

道路・敷地

杭基礎

基礎梁 令第38条
令第73条
告示第1463号
令第78条
令第79条

共通事項　適合確認 合・否

その他

支持地盤

独立基礎

基礎 共通

べた基礎

建築主 用途

工事監理者 確認年月日

工事施工者 確認番号

令和　　　年　　　月　　　日

第　　　　　　　　　　　　号

対象工事 提示資料等 確認欄 対象工事 提示資料等 確認欄

確認図書、変更図面 ミルシート

施工写真 ガス圧接試験結果

基礎工事 地盤調査報告書（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ、平板載荷試験等） 圧接資格者免許（写）

杭工事施工計画書及び同結果報告書 超音波探傷試験結果（試験を行っている場合）

地盤改良地業施工結果及び品質検査結果 鋼材ミルシート

コンクリート配合報告書 溶接部非破壊検査結果（外観検査結果等）

圧縮強度試験結果（１週、４週等） 高力ボルト接合結果

溶接資格者免許（写）

工事全般

杭工事

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

鉄筋工事

鉄骨
建方工事

検査日 　令和　　年　　月　　日 (　　)

1 / 1



検査表【W造（軸組）】

中間・完了検査チェックシート

確認 結果

柱、横架材、筋かい及び土台等の位置 □ 合・否

令第37条及び41条 木材の樹種、等級、形状及び寸法 □ 合・否

令第47条 接合金物等の種別、面材の規格及びくぎの種類 □ 合・否

法第37条 鉄筋、コンクリートの規格及び品質 □ 合・否

形状、寸法 □ 合・否

令第42条 アンカーボルトの材質・形状・配置、基礎との緊結 □ 合・否

令第47条 継手の位置、配置 □ 合・否

形状・寸法・位置 □ 合・否

欠込み部の補強の確認 □ 合・否

通し柱、通し柱に代わる管柱の補強状況 □ 合・否

形状・寸法・位置 □ 合・否

構造耐力上支障ある欠込みのないこと □ 合・否

令第46条 筋かい・耐力壁の配置、種類 □ 合・否

令第45条 欠込み部の有無、補強 □ 合・否

令第22条 床の高さ □ 合・否

令第46条 火打ち材の配置 □ 合・否

形状・寸法・位置 □ 合・否

火打ち材、振れ止めの配置 □ 合・否

継手・仕口の接合方法 □ 合・否

接合部の状況（金物・位置・欠込み） □ 合・否

　柱と土台 □ 合・否

　柱と梁 □ 合・否

　柱と柱 □ 合・否

　筋かい端部 □ 合・否

　耐力壁合板・床合板の打ち付け □ 合・否

　面材のくぎ打ち方法 □ 合・否

　垂木 □ 合・否

　屋根葺き材 □ 合・否

令第49条 防腐・防蟻措置 □ 合・否

令第129条の2の4～5 設備配管等の配置、断面欠損の検討 □ 合・否

令第73条 型枠・支柱の締め付け、清掃状況 □ 合・否

令第76条 存置期間 □ 合・否

令第74条 コンクリートの調合、圧縮強度 □ 合・否

令第75条及び第76条 コンクリート打設後の養生 □ 合・否

合・否

備考

【検査内容一覧（木造 軸組工法）】

筋かい等

床組

小屋組 令第46条

検査箇所・項目 検　査　内　容
監理者記入欄

土台

共通事項

主事
確認

令第43条

横架材 令第44条

木造 軸組工法　適合確認 合・否

設備配管等

柱

接合部 令第47条

防腐措置等

その他

型枠・コンク
リートの施工

建築主 用途

工事監理者 確認年月日

工事施工者 確認番号

令和　　　年　　　月　　　日

第　　　　　　　　　　　　号

検査日 　令和　　年　　月　　日 (　　)
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検査表【W造（枠組）】

中間・完了検査チェックシート

確認 結果

柱、横架材、筋かい及び土台等の位置 □ 合・否

木材の樹種、等級、形状及び寸法 □ 合・否

金物等の種別、面材の規格及びくぎの種類 □ 合・否

法第37条 鉄筋、コンクリートの規格及び品質 □ 合・否

形状、寸法 □ 合・否

アンカーボルトの材質・形状・配置、基礎との緊結 □ 合・否

床根太等の寸法、形状、欠込み □ 合・否

床根太間隔、支点間距離 □ 合・否

転び止め □ 合・否

床開口部の補強 □ 合・否

耐力壁直下の床根太の補強 □ 合・否

床材の材種・厚さ □ 合・否

部材相互及び床版の枠組材と土台又は頭つなぎとの緊結 □ 合・否

耐力壁の配置、形状、寸法 □ 合・否

下枠、たて枠、上枠の寸法 □ 合・否

耐力壁相互間の距離、水平投影面積 □ 合・否

外壁の耐力壁線相互の交差部分への耐力壁 □ 合・否

隅角部・交差部の補強、緊結 □ 合・否

たて枠相互の間隔 □ 合・否

屋外に面する耐力壁のたて枠と床枠組み材との緊結 □ 合・否

頭つなぎ □ 合・否

開口部の寸法 □ 合・否

幅900㎜以上の開口部上部のまぐさ受け □ 合・否

各部材の緊結、くぎの種類・本数・間隔 □ 合・否

告示第1540号第6 構造耐力上支障のある欠込みがないか □ 合・否

垂木、天井根太の形状、寸法 □ 合・否

垂木の間隔 □ 合・否

垂木つなぎ □ 合・否

垂木又はトラスと頭つなぎ及び上枠との緊結 □ 合・否

振れ止め等 □ 合・否

屋根下地材の種別、厚さ □ 合・否

各部材の緊結、くぎの種類・本数・間隔 □ 合・否

開口部の補強、まぐさ受け □ 合・否

令第49条 防腐・防蟻措置 □ 合・否

令第129条の2の4～5 設備配管等の配置、断面欠損の検討 □ 合・否

令第73条 型枠・支柱の締め付け、清掃状況 □ 合・否

令第76条 存置期間 □ 合・否

令第74条 コンクリートの調合、圧縮強度 □ 合・否

令第75条及び第76条 コンクリート打設後の養生 □ 合・否

合・否

備考

木造 枠組壁工法、木質プレハブ工法　適合確認 合・否

【検査内容一覧（木造 枠組壁工法、木質プレハブ工法）】

告示第1540号第2
告示第1541号第1、第2

告示第1540号第3土台

床版 告示第1540号第4
告示第1541号第2

検査箇所・項目 検　査　内　容
監理者記入欄

共通事項

壁等 告示第1540号第5
告示第1541号第1

主事
確認

根太等の横架材

その他 設備配管等

型枠・コンク
リートの施工

小屋組等

防腐措置等

告示第1540号第7

建築主 用途

工事監理者 確認年月日

工事施工者 確認番号

令和　　　年　　　月　　　日

第　　　　　　　　　　　　号

検査日 　令和　　年　　月　　日 (　　)
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検査表【S造】

中間・完了検査チェックシート

確認 結果

法第37条 鋼材、ボルトの規格・品質 □ 合・否

令第67条 溶接材料の規格と鋼材の組み合わせの適否 □ 合・否

令第3章第8節 柱、梁、斜材、床版等の配置、形状、寸法 □ 合・否

法第37条 鉄筋、コンクリートの規格及び品質 □ 合・否

鉄骨製作工場の表示板の表示内容 □ 合・否

工場認定書等の確認 □ 合・否

組立精度 開先角度、ﾙｰﾄｷﾞｬｯﾌﾟ、食違い等の組み立て時の精度 □ 合・否

鉄骨部材の寸法精度 □ 合・否

高力ボルト接合部の処理 □ 合・否

溶接継ぎ目の種類 □ 合・否

溶接接合部の寸法、精度、検査結果 □ 合・否

JASS6 架構の建方精度 □ 合・否

現場受け入れ検査実施状況 □ 合・否

本数、添板数、接合面の確認 □ 合・否

径、ピッチ、縁あき、孔径 □ 合・否

締め付け状況（肌隙、ﾋﾟﾝﾃｰﾙ破断・ﾏｰｷﾝｸﾞ、供回り） □ 合・否

締付機器の調整、現場受け入れ検査実施状況 □ 合・否

本数、添板数、接合面の確認 □ 合・否

径、ピッチ、縁あき、孔径 □ 合・否

締め付け状況（肌隙、ﾏｰｷﾝｸﾞ、供回り） □ 合・否

径、本数、ピッチ、縁あき、孔径 □ 合・否

戻り止め、ボルト孔の食い違い □ 合・否

溶接部の部位 □ 合・否

溶接継ぎ目の種類 □ 合・否

寸法、精度（ずれ、食違い、ｱﾝﾀﾞｰｶｯﾄ、割れ等） □ 合・否

組立 開先角度、ﾙｰﾄｷﾞｬｯﾌﾟ、食違い等の組み立て時の精度 □ 合・否

検査 外観検査、超音波深傷検査の結果確認 □ 合・否

溶接技能資格者、溶接管理技術者の配置状況 □ 合・否

溶接ステージの設置状況（風除風防・作業床） □ 合・否

溶接機器及び溶接用電源の設置状況 □ 合・否

溶接中の管理（電流・電圧・予熱・湿度対策） □ 合・否

令第3章第8節 接合形式、板厚、材質、補剛材等 □ 合・否

アンカーボルトの材質・径・本数・配置、ナット高さ □ 合・否

座金の仕様、ナットの戻り止め措置 □ 合・否

アンカーボルト定着長さ □ 合・否

柱最下端の断面積に対するｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ全断面積の割合 □ 合・否

ベースプレートの厚さ □ 合・否

アンカーボルトの径、孔径、縁端距離 □ 合・否

アンカーボルトの締め付け状況 □ 合・否

根巻き部分の高さ □ 合・否

根巻き部分の立上り主筋の本数、配置 □ 合・否

立上り主筋の定着長さ（根巻き部分、基礎） □ 合・否

根巻き部分の帯筋 □ 合・否

柱の埋込み深さ □ 合・否

側柱・隅柱のU字形補強筋等による補強 □ 合・否

埋込部分の鉄骨のかぶり厚さ □ 合・否

スタッドボルトの径、本数、配置、溶接状況 □ 合・否

床構造の形式等（合成スラブの場合、その仕様） □ 合・否

床版配筋、頭付きスタッド等の施工状況・検査結果 □ 合・否

令第39条、告示第109号 緊結金物の取付け状況 □ 合・否

令第67条
告示第1464号

工場
製作

製品検査

工場選定

トルシ
ア型

JIS型
六角

高力ボ
ルト接
合

令第67条
令第68条
令第92条の2
告示第1464号

建て方

検査箇所・項目 検　査　内　容
監理者記入欄

【検査内容一覧（鉄骨造）】

令第3章第8節床スラブ接合部

令第66条
告示第1456号

現場
工事

帳壁等の接合部

ブレース接合

主事
確認

共通事項

柱脚

埋込み
形式

根巻き
形式

露出
形式

ボルト 令第67条
令第68条

令第67条
令第92条
令第96条
告示第1464号

環境

外観現場溶
接接合

建築主 用途

工事監理者 確認年月日

工事施工者 確認番号

令和　　　年　　　月　　　日

第　　　　　　　　　　　　号

検査日 　令和　　年　　月　　日 (　　)
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検査表【S造】

令第129条の2の4～5 設備配管等の配置、断面欠損の検討 □ 合・否

令第73条 型枠・支柱の締め付け、清掃状況 □ 合・否

令第76条 存置期間 □ 合・否

令第74条 コンクリートの調合、圧縮強度 □ 合・否

令第75条及び第76条 コンクリート打設後の養生 □ 合・否

合・否

備考

鉄骨造　適合確認 合・否

その他 設備配管等

型枠・コンク
リートの施工
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検査表【RC造】

中間・完了検査チェックシート

確認 結果

法第37条 鉄筋、コンクリートの規格及び品質 □ 合・否

鉄筋の乱れ、踏み荒らし、波打ち、たるみの有無 □ 合・否

梁、柱、壁、スラブの位置の確認 □ 合・否

令第79条 かぶり厚さの確認 □ 合・否

柱寸法、鉄筋の径、本数、配置（方向） □ 合・否

2段筋の位置、間隔 □ 合・否

令第73条 基礎・梁への定着、フーチングへののみこみ □ 合・否

令第73条、告示第1463号 継手の種類、位置、重ね継手の長さ □ 合・否

ふかし部分 令第73条 ふかし部分の位置、補強方法 □ 合・否

鉄筋の径、本数、間隔 □ 合・否

第１帯筋位置、柱・梁接合部の配筋 □ 合・否

令第73条 フック形状、主筋との緊結 □ 合・否

梁寸法、鉄筋の径、本数 □ 合・否

中吊り筋の間隔、近接の確保、カットオフ長さ □ 合・否

定着位置、長さ □ 合・否

継手の種類、位置、重ね継手の長さ □ 合・否

鉄筋端部のフック確認 □ 合・否

鉄筋の径、本数、間隔 □ 合・否

第１あばら筋位置、小梁交差部のあばら筋 □ 合・否

令第73条 あばら筋フック形状、主筋との緊結 □ 合・否

開口位置、開口補強方法 □ 合・否

ハンチ付き梁のあばら筋補強 □ 合・否

腹筋の径、本数、幅止め筋間隔 □ 合・否

鉄筋の径、本数、間隔 □ 合・否

主筋の定着位置、長さ □ 合・否

床版厚さ、支持条件、位置 □ 合・否

主筋の径、間隔（長辺、短辺、折り曲げ配筋） □ 合・否

定着位置、長さ、梁への定着 □ 合・否

継手の位置、長さ □ 合・否

出入隅部、開口部の補強 □ 合・否

階段配筋、補強 □ 合・否

令第78条の2 壁厚、鉄筋の径、間隔、位置 □ 合・否

梁、柱、スラブ、壁定着 □ 合・否

重ね継手の位置、長さ □ 合・否

開口位置、開口補強配筋 □ 合・否

スリット（完全、部分）の位置、形状、配筋 □ 合・否

令第129条の2の4～5 設備配管等の配置、断面欠損の検討 □ 合・否

等級・仕様の確認、位置 □ 合・否

長さ、膨らみの直径、ずれ、偏心量の確認 □ 合・否

試験・検査状況 □ 合・否

令第73条、告示第1463号 工法の等級・仕様、位置、試験・検査状況 □ 合・否

令第73条 型枠・支柱の締め付け、清掃状況 □ 合・否

令第76条 存置期間 □ 合・否

令第74条 コンクリートの調合、圧縮強度 □ 合・否

令第75条及び第76条 コンクリート打設後の養生 □ 合・否

合・否

備考

令第78条
令第3章第8節

補強筋等

配筋

定着・継手

令第3章第6節
令第3章第8節

令第73条
令第78条

令第77条の2
令第3章第8節

令第73条
令第77条の2

令第3章第6節
令第3章第8節

床

鉄筋コンクリート造　適合確認 合・否

壁

型枠・コンク
リートの施工

令第73条
告示第1463号

ガス圧接継手

その他

定着・継手

壁筋

補強筋等 令第78条の2
令第3章第8節

令第73条
令第78条の2

設備配管等

特殊鉄筋継手

あばら筋

補強筋

梁

主筋

継手

帯筋

柱

片持ち梁・小梁

共通事項

梁主筋

定着・継手

令第77条
令第3章第8節

令第77条

令第78条
令第3章第8節

令第73条
告示第1463号
令第78条

検査箇所・項目 検　査　内　容
監理者記入欄

【検査内容一覧（鉄筋コンクリート造）】

主事
確認

建築主 用途

工事監理者 確認年月日

工事施工者 確認番号

令和　　　年　　　月　　　日

第　　　　　　　　　　　　号

検査日 　令和　　年　　月　　日 (　　)
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